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子ども・若者の貧困と教育の機会均等 
～卒業クライシス問題と高まる高校版就学援助の必要性～ 

企画調整室（調査情報室） 鳫
がん

 咲子 

 公立高校の授業料を不徴収とし、私立高校等の生徒には「高等学校等就学支

援金」を支給する「高校授業料無償化」が平成 22 年４月から実施された1。ま

た、中学校修了までの子ども手当の支給も６月から開始され、子ども・教育に

関する政策は、大きな転換点を迎えている2。 

１．卒業クライシス問題 

高校授業料無償化以前の平成 21 年３月、出席日数・成績等の卒業要件を満た

しているにもかかわらず授業料等の滞納を理由に、卒業式後に卒業証書を回収

したり、卒業式に出席を認めなかったりした事例が、調査された 12 県のうち、

少なくとも 43 校（私立 36 校、公立７校）、75 人（私立 67 人、公立８人）にの

ぼった（図表１）。授業料ではなく、ＰＴＡ会費の滞納による場合もある。この

ように親の失業や収入減など経済的理由により授業料等を滞納して卒業できな

い状況は、高校生の「卒業クライシス（危機）問題」とも呼ばれている3。 

こうした事態について文部科学省は、学校教育法施行規則第 104 条が準用す

る同規則第 58 条が「校長は、全課程を修了したと認めた者には、卒業証書を授

与しなければならない」と規定していることからも 経済的理由などやむを得な

い事情による授業料の未納は、生徒個人の責任ではないので、授業料減免制度、

奨学金制度を活用した上で、生徒の心情を最大限配慮した対応をとることが望

ましいとの考え方を示している4。 

                         
1 「公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関する法律」（平成

22 年法律第 18 号）の成立、施行による。本法律をめぐる議論については、鈴木友紀「「高校無

償化」をめぐる国会論議」」『立法と調査』306 号 (2010.７)３～14 頁、有薗裕章「「高校無償

化」の意義」『立法と調査』302 号(2010.３)17～24 頁、寺倉憲一＝黒川直秀「教育費の負担軽

減―高校の無償化をめぐる議論―」『調査と情報』666 号(2009.11)を参照。 
2 参議院選挙における各党のマニュフェストにおいても、教育費負担の軽減に関する記述が見

られた。 
3 第 174 回国会衆議院文部科学委員会議録第２号 14 頁（2010.２.24）、衆議院本会議録第 10

号 15 頁（2010.２.25）、参議院本会議録第 10 号２頁（2010.３.19）、参議院厚生労働委員会会

議録 20 号４頁（2010.５.25）、『毎日新聞』（2010.３.３）、『朝日新聞』（2010.２.７）など。 
4 中学・高校生の卒業クライシスに関する質問に対する答弁書（2010.２.26 内閣衆質 174 第 142

号）及び第 171 回国会衆議院文部科学委員会議録第４号 15 頁（2009.３.25）。同時に文部科学

省は、人数等について全国的な調査は行わず報道の確認のみで、山梨、山口、佐賀、長崎など

合わせて 21 校 44 人と答弁している。 
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図表１ 高校授業料滞納による卒業クライシス報道（2009 年） 

私立 公立 私立 公立

山口 7 13 2009/03/20  毎日新聞　地方版 県内２０の私立高のうち

2009/03/20  毎日新聞　地方版　県が県内全私立高１５校（分校含む）で調査を実施
2009/03/20  宮崎日日新聞朝刊

2009/03/20  静岡新聞　山梨県立増穂商業高校
2009/03/08  朝日新聞

2009/03/18・13  毎日新聞　地方版　県立笠田高
2009/03/13  日本経済新聞　夕刊
2009/03/13  朝日新聞　夕刊　大阪版　ＰＴＡ会費
2009/03/13  大阪読売新聞　夕刊 
2009/03/13  ＮＨＫニュース

2009/03/18  中部読売新聞　　尾張、三河地方
2009/03/18  中日新聞朝刊　地方版（県内版）
2009/03/17  朝日新聞　夕刊 

2009/03/14  朝日新聞　長崎市内2校佐世保市内1校
2009/03/13  日本経済新聞　夕刊
2009/03/13  朝日新聞　西部版
2009/03/13  毎日新聞　西部版

2009/03/14  毎日新聞　西部版
2009/03/13  朝日新聞　西部版
県が全私立高校２２校調査

2009/03/14  毎日新聞　西部版　県教委発表　ＰＴＡ会費
2009/03/14  熊本日日新聞　私立高校22校については県が調査する予定はない

2009/03/13  日本経済新聞　夕刊　福岡市立高校
2009/03/13  朝日新聞　西部版　福翔高校　福岡西陵高
2009/03/13  西日本新聞　福岡市教委が渡すように指導

2009/03/13  毎日新聞　地方版　県内２０の私立高のうち
2009/03/11  中国新聞

福島 1 7 2009/03/13  福島民報　郡山市

佐賀 2 2 5 2 2009/03/12  毎日新聞　西部版　唐津市の県立２校

計 36 7 67～8 8～9

1
又は

2

5
又は

6

都道府県名
高校数（校） 人数（人）

備考

宮崎 8 14

香川 1

愛知 4 4

山梨 1 1

熊本 1 1

鹿児島 4 6

長崎 3

山口 7 13

福岡 2 3

 
（出所）新聞記事データベース「日経テレコン 21」より筆者作成。 

 

「卒業クライシス問題」のように高校生が家計の困窮により就学を断念する

事態が生じないよう、文部科学省は、平成 21 年度第１次補正予算で、経済的理

由により修学困難な高校生への授業料減免補助及び支援として、「高校生就学支

援基金」を設置した都道府県に対する「高等学校授業料減免事業等支援臨時特

例交付金」制度を設けた5。しかし、2010 年３月も、少なくとも７県の私立高

校 16 校 18 人が学費滞納を理由に卒業式に出られなかったことが報道されてい

る6。 

 

２．経済的理由による高校中退の現状 

 高校生の授業料滞納は、雇用状況の悪化に伴う保護者の失職等の経済的理由

                         
5 文部科学大臣政務官「経済的理由により修学困難な高等学校等生徒への支援について」（2010.

２.９）。しかし、支援制度を拡充した場合に２分の１が都道府県の負担となることから、約 486

億円（2009～2011 年度の３か年分）の基金のうち、初年度は 51 億円程度しか使用されていな

い（第 174 回国会衆議院予算委員会議録第８号５頁（2010.２.９）、第 19 号 11 頁（2010.３.

２）、『朝日新聞』（2010.３.３））。 
6 『読売新聞』（2010.３.22）によれば、2010 年の卒業クライシスは、愛知、山形、新潟、富

山、和歌山、鳥取、香川の７県の私立高校計 16 校で確認されている。 
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によって増加しており、2008 年度末で私立・県立併せて約１万７千人にのぼる

（図表２）7。 

図表２ 増加する授業料滞納者 

 

私立高校  2007 年度末 ８，２７６人 生徒総数に占める割合（０．８％）  

      2008 年度末 ９，０６７人           （０．９％）  

県立高校  2007 年度末 ７，２０３人           （０．３％）  

      2008 年度末 ８，２４５人           （０．４％）  
 

（出所）文部科学省「教育安心社会の実現に関する懇談会報告～教育費の在り方を考える～」

(2009.７.３)  

 

 このような滞納について、高校側の対応はどうなっているのであろうか。学

費滞納があった場合、私立高校では、報道された卒業クライシス事例のように

「卒業式に出席させるが、証書は渡さない」（33.6％）、「卒業式に出席させない」

（30.1％）とする場合が多い（図表３）8。また、退学処分になれば滞納額の支

払いがなくなるため生徒自身が退 

学処分を希望する場合もある。 

文部科学省によれば、経済的理 

由による高校中退者は、２千人余 

りであるが、理由を一つしか選べ 

ない調査のため、家庭の事情、進 

路変更（就職を希望）と答えた者 

の中にも経済的理由が多数含まれ

ると見られる9。また、授業料減免

を受けていた者、奨学金の貸与を

受けていた者であっても、経済的

理由により退学した者もいる（図

表４）。 

                         
7 県立高校の都道府県別の状況については、『毎日新聞』大阪版（2010.１.31）。 
8 公立高校についても、文部科学省「「高等学校等の実質無償化」に関する関係団体との意見交

換会」(2009.10.９)、全国高等学校長協会提出資料によれば、未納者への法的措置 65 件（2008

年度）という県の例がある。文部科学省は、公立高校の授業料は地方自治法第 225 条施設利用

の対価であるので、授業料滞納による出席停止処分、退学処分も違法ではないとしていた。 
9 第 170 回国会衆議院青少年問題に関する特別委員会議録第２号 14 頁（2008.11.18）。文部科

学省「平成 22 年度学校基本調査」（2010.８）によれば、義務教育においても経済的理由によ

る長期欠席（30 日以上）が小学生 73 名、中学生 137 名存在する。 

卒業式に

出席させる

が、証書

は渡さない
33.6%

卒業式に

出席させ

ない
30.1%

そのまま

卒業させ、

後年度支

払い
18.3%

留年

2.6%

除籍

2.6% その他

12.7%

図表３ 私立高校における学費滞納 

と卒業 

（出所）子どもの貧困白書編集委員会編『子ども 

の貧困白書』明石書店(2009.９)178 頁。 
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図表４ 中途退学の主な理由（一つ選択） 
 

  

 

 

 

 

 

 

（注）全体の年間中途退学者数 66,243 人。経済的理由による長期欠席者 2,736 人。 

（出所）文部科学省「平成 20 年度児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」

(2009.８.６) 

 

 現在、高校等への進学率は約 98％となっているが、中途退学者が年間６万６

千人程度いる（平成 20 年度）。近年、雇用が不安定で社会保険の適用を受けな

いことが多い非正規労働者の割合が、全雇用者の３分の 1 以上に増加している。

その中で、中卒・高校中退という相対的に不利な学歴の若者にとって、正社員

への道は近年一段と狭くなっている。2001 年と 2006 年を比較すると、正社員

になれた若者は、ほぼ半減しており、アルバイト・パートへの就業割合が増え 

 

図表５ 東京に暮らす若者の学歴別就業状況 

正社員(公務含む)
66.7

35.8

55.1

14.4

アルバイト・パート 38.9

26.5

0.4

7.4

契約・派遣等

6.8

自営・家業

15.0

10.5

6.7

0.8

2.1

失業

2.5

2.8

無職・その他

5.4

2.4

男性 中卒・高校中退 01年

男性 中卒・高校中退 06年

男性 全体 06年

（％）

 

正社員(公務含む)
22.7

11.6

46.0

48.5

アルバイト・パート 73.9

34.8

1.4

契約・派遣等

12.0

自営・家業

12.9

1.9

1.5

失業

7.2

2.1

無職・その他

14.4

5.7

3.2

女性 中卒・高校中退 01年

女性 中卒・高校中退 06年

女性 全体 06年

 
（注）調査対象は、東京都（島部を除く）の 18－29 歳の若者 2000 人（正規課程の学生と専業

主婦を除く）。   

（出所）労働政策研究・研修機構「大都市の若者の就業行動と移行過程」『労働政策研究報書』

72 号(2006.11)。 

 

経済的理由        ２，２０７人   

うち    授業料減免を受けていた者  ６３６人 29％ 

奨学金の貸与を受けていた者  ２３０人 11％ 

 （複数回答） 

家庭の事情       ２，９５８人   

進路変更（就職を希望） ９，０４５人 
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ている（図表５）。また、高校卒業を要件とする職業資格も増えている10。 

高校授業料無償化法の成立によって、公立高校は授業料不徴収となり、私立

学校は、公立高校授業料相当額の 11 万 8,800 円が助成されることになった11。

しかし、授業料以外で学校にかかる費用は、公立高校で約 24 万円、私立高校で

は約 46 万円にものぼる（図表６）。一般に、公立高校入学定員は、当該地域の

中学卒業生全員分に満たないことから、高校生の約３割が私立高校で学んでい 

 

図表６ 学校教育を受けるための費用（一人・年間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         
10 例えば、1998 年度から、理容師・美容師養成施設への入学資格は原則高卒以上となった。内

閣府子ども・若者支援地域協議会運営方策に関する検討会議「社会生活を円滑に営む上で困難

を有する子ども・若者への総合的な支援を社会全体で重層的に実施するために」(2010.７)９、

49 頁は、高校中退がフリーターや若年無業者など社会的弱者に至るリスクを高める大きな要因

であると指摘している。 
11 市町村民税所得割非課税世帯には 2 倍の 23 万 7,600 円、所得割額 18,900 円未満の世帯には

1.5 倍の 17 万 8,200 円を上限に助成される。 

（注）学習塾費など学校外活動費及び高校生の授業料を除く。私立高校（全日制）の授業料の

平均は 318,694 円（無償化前の公立平均は 116,628 円）である。 平成 22 年度より私立高

校生には、118,800 円（年収 350 万円以上の場合）が助成される。中学生の給食費は、完

全給食が実施されていない中学校の給食費も含んだ平均。文部科学省「平成 20 年度学校

給食費調査」によれば、完全給食を実施している公立学校の保護者年間負担額は、小学校

（低～高学年）44,044～44,363 円、中学校 50,347 円である。  

（出所）文部科学省「平成 20 年度子どもの学習費調査」(2010.１)より筆者作成。 

学校給食費

4.15

3.74

1.66

3.87

8.08

通学関係費(制服・通学費含む) 
10.60

0.26

2.88

3.99

教科外活動費

(クラブ活動等)
4.51

0.63

2.53

3.32

修学旅行・

遠足・見学費
5.38

1.78

2.54

3.81

図書・学用品・

実習材料費等
3.79

0.93

1.60

4.45

学校納付金（学級費・PTA会費

入学金・私立の施設整備費）等
21.56

0.34

0.39

0.38

その他

（徽章、上ばき

卒業アルバム等）

0.58

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

公立小学校

9.76万円

公立中学校

17.55万円

公立高等学校

24.03万円

私立高等学校

46.43万円

（万円）
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る12。私立高校への進学は、公立高校が不合格となり、やむなく私立を選んだ

場合が含まれている。私立高校の授業料、及び公立、私立ともに授業料以外の

学費の負担は、依然として大きい。 

 

３．高まる高校版就学援助の必要性 

平成 21 年に制定され、平成 22 年４月から施行された「子ども・若者育成支

援推進法」には、「日本国憲法及び児童の権利に関する条約の理念にのっとり、

子ども・若者育成支援の基本理念等を定め、子ども・若者育成支援施策を推進

する。」と規定されている。 

憲法は、教育の機会均等について、「すべて国民は、法律の定めるところによ

り、その能力に応じて、ひとしく教育を受ける権利を有する」（第 26 条）と規

定している。児童（子ども）の権利条約は、教育への権利について、 「（b）す

べての児童に対し、中等教育が利用可能であり、かつ、これらを利用する機会

が与えられるものとし、例えば、無償教育の導入、必要な場合における財政的

援助の提供のような適当な措置をとる。（d）すべての児童に対し、教育及び職

業に関する情報及び指導が利用可能であり、かつ、これらを利用する機会が与

えられるものとする。（e）定期的な登校及び中途退学率の減少を奨励するため

の措置をとる。」（第 28 条）と規定している13。 

また、子どもに必要なものの支持率に関する調査がある。「（希望すれば）高

校・専門学校までの教育」という項目への支持率は、「遠足や修学旅行などの

学校行事への参加」「学校での給食」14項目に次いで相対的に高い（図表７）。

第２節でも述べたように中卒・高校中退者の就業状況が悪化している現状にお

いては、高校卒業までの学習条件の整備は、国民の支持も高く、特に優先すべ

き課題である。 

厚生労働省は、2010 年２月から３月にかけて卒業クライシス対応として、社

会福祉協議会が貸し付ける生活福祉資金（教育支援資金）を活用して高校の授

業料が滞納した時に遡及して滞納額を貸し付ける一年限りの特例措置を講じ

た15。この特例措置は、わずか２か月間で貸付決定件数 1,033 件、貸付決定金 
                         
12 全国 29 の都道府県には、公立と私立の定員配分を決める協議会がある。経済環境の悪化で

公立のみ受験する生徒も増えている。統廃合が進められている定時制高校では志願率の上昇も

見られる(『日経グローカル』148 号(2010.５)18～20 頁)。 
13 条約中の中等教育とは、我が国における高校教育に相当する。 
14 全国の完全給食実施率は、公立小学校児童数で 99.5％であるが、公立中学校生徒数では

74.6％にとどまる。給食のない夏休みに体重の減る子どもがいることも報告されている。 
15 厚生労働省社会・援護局地域福祉課長「高校生の授業料滞納に係る生活福祉資金（教育支援
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図表７ 子どもに必要なものの支持率 
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（出所）阿部彩『子どもの貧困』岩波書店(2008.11)186～187 頁。  

 

額２億 5,576 万円の利用となり16、私立高校生の中退率減少に効果があったと

の評価がある17。  

過去の生活福祉資金の高校の修学資金貸付の分析によれば、利用世帯の親が

無職である場合が多く、持ち家率も低いため、国（日本政策金融公庫）の教育

ローンの利用が難しく、また、成績が５段階評価で 3.0 に届かない場合が多く

成績要件のある日本学生支援機構を利用できないという18。また、所得の低い

層では、貸与さらに有利子の資金は、将来の負担を考えて利用したくないとい

う声もある19。第２節の図表５で見たように、今日、高校を出ていないと正社

員として就労することが難しいこと、高校教育の成果は本人のみならず広く社

会に還元されること20、このような観点からは、成績要件のある奨学金制度だ

                                                                        
資金）の取扱について」(2010.２.12)。貸付対象は市町村民税非課税世帯程度の低所得世帯、

貸付上限額月額３万５千円。無利子。償還期限は、卒業後６月以内の据置期間経過後 20 年以

内。保証人不要、但し世帯内で連帯借受人が必要。 
16 厚生労働省「高校生の授業料滞納に係る生活福祉資金の貸付決定状況について（最終報告）」

(2010.５.20)。 
17 『毎日新聞』（2010.５.１）、『日本経済新聞』（2010.５.１）。 
18 鳥山まどか「貧困・低所得世帯への教育費支援―生活福祉資金貸付制度を中心に―」『社会

福祉学』第 46 巻第１号(2005.７)によれば、北海道の制度利用者の調査では無職世帯が４割、

持ち家世帯は２割未満であった。 
19 大澤真平「子ども経験の不平等」『教育福祉研究』第 14 号(2008.３)10 頁。 
20 文部科学省「平成 21 年度文部科学白書」(2010.６)68 頁。 
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けでは修学支援に不十分であるといえよう。 

この点に関して、経済的な困難のある高校生に対しては、生活保護（生業手

当として高校修学費の一部を支給）が限定的であるため、現在、義務教育のみ

を対象としている就学援助の拡充等により、生活保護受給よりも緩やかな所得

要件の高校版就学援助による給付が必要であるという提案がある21。 

 

４．修学支援におけるナショナル・ミニマム 

 現在は義務教育のみに適用されている就学援助制度に対する国庫補助は、い

わゆる三位一体の改革により、平成 17 年度以降廃止され一般財源化された。そ

の理由には、就学援助の対象である準要保護者は、認定に当たって全国共通の

基準が無く市町村教育委員会の独自の判断で行われていることと、生活保護法

の対象である要保護者よりも困窮度が低いことが挙げられている22。 この一般

財源化により、市町村間の就学援助制度運用の差は拡大している可能性があ

る23。就学援助制度の最低基準、ナショナル・ミニマムに関して、文部科学省

は生活保護受給者の困窮度が一番高いことを答弁するにとどまり、就学援助の

基準については明言していない24。子どもの相対的貧困率と就学援助を受けて

いる子どもの割合が共に 14％程度であることから、就学援助は生活保護よりも

子どもの貧困をよく捕捉しているとの指摘もある25。 

生活保護の要保護率、就学援助の準要保護率について26、全国平均（それぞ

れ平成 20 年度 1.3％、12.6％）以上の人口規模別の市町村割合を、ここで生活

保護対応率、就学援助対応率と呼ぶことにする。就学援助は市町村の運用によ

るところが大きいため27、特別区や人口規模が大きい市町村ほど就学援助対応

率が高くなる傾向がある（図表８）。 

 

                         
21 藤澤宏樹「就学援助制度の再検討 (２・完)」『大阪経大論集』第 59 巻第１号(2008.５)73

頁。「第９回教育再生懇談会小川委員提出資料、教育安心社会関連資料」(2009.４.17)。なお、

「就学援助」の場合は、もともと貧困家庭の不就学対策であったという経緯から「修学」では

なく「就学」の文字を使っている。 
22 第 162 回国会衆議院文部科学委員会議録第７号３頁（2005.３.17）、鳫咲子「子どもの貧困

と就学援助制度」『経済のプリズム』第 65 号(2009.２)及び後掲図表 10 参照。 
23 文部科学省「就学援助に関する調査結果について」(2006.６)、文部科学省「平成 20 年度準

要保護者認定基準等変更調査」。 
24 第 171 回国会参議院決算委員会会議録第８号 11 頁（2009.６.１）。 
25 阿部彩『子どもの貧困』岩波書店(2008.11)89～90 頁。 
26 要保護率、準用保護率は、公立小中学校児童生徒総数に占める要保護者、準要保護者の割合

である。 
27 湯田伸一『知られざる就学援助－驚愕の市町村格差』学事出版(2009.７)141～143 頁。 



経済のプリズム No83 2010.9 9

図表８ 人口規模別の制度対応率と保護者無しの市町村割合（2008 年） 
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一方、生活保護の対応率は、政令市クラスの 70 万人以上の自治体で最も高

く、特別区はそれに次ぐ。8000 人未満の町村もそれほど低くはなく、全国平均

以上に生活保護の対応をしている自治体が全体の５分の１以上、23％ある。と

ころが逆に生活保護を受けている子どもが０人という町村も人口 8000 人未満

では半分以上ある。したがって、人口 8000 人未満では生活保護のニーズに全国

平均以上に対応している約２割の町村と、逆に全く子どもに対して生活保護を

実施していない約半数の町村があり、自治体ごとの運用の差が非常に大きい。 

（注）ｎは該当する市町村数。2008 年度の小中学生の保護率の全国平均は、要保護率

1.3％、準要保護率 12.7％である。  

（出所）文部科学省「平成 20 年度 要保護及び準要保護児童生徒数について（学用品費

等）」（本稿の付表参照）、総務省「平成 20 年度地方公共団体の主要財政指標一覧」 、

総務省「統計でみる市区町村のすがた 2010」より筆者作成。 
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図表９ 都道府県別保護率 
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（出所）文部科学省「平成 20 年度要保護及び準要保護児童生徒数について（学用品費等）」

（本文末尾の付表参照）より筆者作成。 

 

全国的にみると、富山県や福井県など北陸は生活保護率（図中の要保護率）

が低いとよく言われるが、就学援助率（図中の準要保護率）は必ずしも低くは

ない（図表９）28。人口 8000 人未満の町村に多い生活保護を受けている子ども

が０人という地域でも、就学援助制度が生活保護制度の利用しにくさを補完し

ている可能性がある29。 

このような義務教育段階における子どもへの生活保護と就学援助の適用の現

状を見ても、修学支援におけるナショナル・ミニマムは、現在の生活保護制度

だけでは不十分である。生活保護を受けるには世帯の資産調査があり、住宅ロ

ーンなど借入れがある場合などは受けられない。就学援助には資産調査はなく、

通常、親の所得のみが基準となっている（図表 10）。 

明治大正期から市町村が就学困難な児童に教科書・学用品等を交付した場合

に、国及び都道府県が補助金を交付していた。昭和 23 年に就学奨励も家庭の生

活費の問題であるとされて、生活保護の生活扶助に吸収された。その後、昭和 

                         
28 全国的には生活保護の子どもの約 10 倍の就学援助の子どもがいるのが平均的な姿であり、

生活保護の水準に比べて就学援助が少ない自治体もあるが、北陸では生活保護の水準と比べて

就学援助の水準は必ずしも低くない。 
29 ちなみに人口 8000 人未満の町村の 2007 年と 2008 年を比較すると、生活保護対応率 23％、

要保護無し 51％で変わらないが、就学援助対応率は、2007 年の 13％から 2008 年に４％上昇し

ている。 
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図表 10 義務教育における生活保護（教育扶助）と就学援助の関係 

生活保護
（教育扶助）
資産調査あり
全国共通の
認定基準あり

要保護者 要保護者

学用品費 修学旅行費 　学用品費　 修学旅行費 学用品費等

通学費

学校給食費 一部の医療費

国庫補助3/4 国庫補助1/2

就　学　援　助
資産調査なし：主として所得（収入）基準

全国共通の認定基準なし：生活保護基準所得の1.3倍程度が多いが、
1.0倍から1.5倍以上まで幅広く分布。

準要保護者（要保護者に準ずる程度に困窮）

 (2005年度以降：国庫補助→市町村の一般財源化)

　通学費　

　学校給食費　一部の医療費

 
（注）要保護者も修学旅行費と一部の医療費は、生活保護制度ではなく就学援助制度の対象で

ある。脚注 27 も参照。一部の医療費は、学校保健法が定める(1)トラコーマ・結膜炎(2)

白癬・疥癬・とびひ(3)中耳炎(4)慢性副鼻腔炎・アデノイド(5)むし歯(6)寄生虫病（虫卵

保有を含む）のいわゆる学校病６種類のみを対象としている。 

（出所）鳫咲子「子どもの貧困と就学援助制度」『経済のプリズム』第 65 号(2009.２)に加筆

作成。 

 

25 年に教育扶助が新たに設けられた。当時から親の資産調査を行う生活保護に

おける教育扶助の対象とするか、子どもの就学奨励という見地から支援するか

は課題として認識されていた30。しかし、生活保護の教育扶助と準要保護児童

生徒への援助を、経済的理由による就学困難な者に対する支援として統一され

た理念の下に一本化する新しい制度については将来の問題と考えられていた31。 

 

５．求められる児童（子ども）の権利条約の理念の実現 

 第３節で言及した児童（子ども）の権利条約には、条約で認められた権利の

実現のために、我が国がとった措置等を国連の児童の権利委員会に報告する義

務が課されており、児童の権利委員会でその報告書が審査される（政府報告書

審査制度）。過去２回（1998 年・2004 年）、日本政府の報告書を審査した児童の

                         
30 文部省「わが国の教育の現状」(1953)。大平嘉一郎「貧困世帯に対する公的扶助制度と就学

奨励制度(2)」『教育委員会月報』第 13 巻第 11 号(1962.２)55、58 頁によれば、修学旅行費に

ついては、当時の社会通念として、学習に直接必要なものとして取り扱われず教育扶助の範囲

から除外され、就学援助の対象とすることで現在に至っている。藤澤宏樹「就学援助制度の再

検討 (１)」『大阪経大論集』第 58 巻第１号(2007.７)218 頁は、この不当性を指摘している。

現在、修学旅行のほとんど（96％）が教科や他の教育活動と関わりをもって行われている実態

からも時代にそぐわない（(財)全国修学旅行研究協会「修学旅行の実施概況調査／修学旅行の

課題調査『教科等との関わり方について』(2009.３)」）。 
31 藤澤・前掲注21、57頁。松浦泰次郎「教科書給与の法律改正について」『文部時報』第946号

(1956.６)32頁。 
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権利委員会の最終見解（総括所見）が採択されているが、2010 年６月に採択さ

れた第３回目の最終見解（総括所見）では、新たに我が国における子どもの貧

困の問題に焦点が当てられた32。 

まず「国内行動計画」に関して、児童の間に存在する不平等や格差に対して

権利をベースとした包括的な国内行動計画が欠如していることに懸念が示され、

行動計画において所得・生活水準の不平等に加え、性別、障害、出身民族、及

び児童の発達・学習・責任ある人生に向け準備する機会を形成するその他の要

因による格差に対応するよう勧告された。 

また「資源の配分」として、児童の福祉及び発達のための補助金や手当が、

これまで一貫したやり方で整備されてこなかったことに憂慮が表明され33、国

及び地方自治体予算における児童のための予算割当が明確でないため、児童の

生活に与える生活への影響という観点から、財政支出を検証し評価することが

不可能となっていることへの懸念が示された。「データ収集」に関しても、貧困

状態にある児童・障害のある児童・外国籍児童の就学率に関するデータの欠如

が指摘された34。 

「家庭環境」に関しては、ひとり親家庭における貧困の影響への懸念が示さ

れ、不利な状況にある児童や家族を優先して、適切な財政的・社会的・心理的

支援を提供するよう勧告された35。そして、「適切な生活水準に対する権利」の

項目では、全ての子どもを対象とする子ども手当制度が、貧困率引下げにおい

て、現行の生活保護法及びひとり親世帯（母子世帯）を対象とした支援措置と

比較して有効かどうかを評価するデータがないことが指摘された36。その上で、 

                         
32 以下は、外務省「児童の権利条約第３回政府報告審査後の児童の権利委員会の最終見解（仮

訳）」(2010.６)〈http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/jido/pdfs/1006_kj03_kenkai.pdf〉及

び子どもの権利条約ＮＧＯレポート連絡会議仮訳「子どもの権利委員会：総括所見：日本（第

３回）」〈http://www26.atwiki.jp/childrights/〉のパラグラフ 15、16、19、21、50、51、66、

67、 (社) セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン「国連子どもの権利委員会最終見解から見る子

どもの貧困」〈http://www.savechildren.or.jp/sc_activity/japan/100701soap.html〉を参照

した。 
33 第４節の記述も、この資源配分の一貫性の欠如の問題と関連する。 
34 児童の権利条約第３回日本政府報告に関する児童の権利委員会からの質問事項に対する日

本政府回答（仮訳）〈http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/jido/pdfs/1004_kj03_kaitou.pdf〉

43 頁には、「外国人児童の初等及び中等教育の就学率については、把握していない。」と記載さ

れている。 
35 関連する資料として、ＮＰＯ法人しんぐるまざあず・ふぉーらむ『母子家庭の子どもと教育』

(2010.３)も参照。 
36 関連する論文として、白波瀬佐和子「子ども手当の是非を問う－階層化する子ども世帯」『世

界』801 号(2010.２)及び阿部彩「「子ども手当」と子どもの貧困率」『経済セミナー』651 号(2010.

１)がある。 
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図表 11 母子世帯と他の世帯の所得分布 
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母子世帯：世帯平均所得金額(231.4万円)

高齢者世帯：世帯平均所得金額(297万円)

全世帯：世帯平均所得金額(547.5万円)

子どものいる世帯：世帯平均所得金額(688.5万円)

 
（注）ここで「子ども」とは、18 歳未満の未婚の者をいう。  

（出所）厚生労働省「平成 21 年国民生活基礎調査」(2010.５)より筆者作成。 

 

我が国が貧困削減戦略を策定して、児童の貧困を根絶するために適切な資源を

配分するよう勧告された。 

 図表 11 は、不利な状況の典型例である母子世帯と他の世帯の所得分布の違い

を示している。母子世帯は、平均所得が 231.4 万円と全世帯平均の４割程度で

あるが、分布も 150 万から 200 万円未満など低い所得に多くが集中している。 

現代の日本において、子どもが受ける教育ないし学歴は、失業・貧困に陥る

リスク等に最も大きい影響を持ち、適切な教育を受けていることが、その後の

人生において最大の“生活保障”として機能し、その意味で教育は「人生前半

の社会保障」の最も重要な要素をなすと言われる37。現在の厳しい財政状況に

おいては、限られた財源を緊急の課題に集中させることが必要である。第１・

２節で述べたように、親から子への貧困の連鎖を断ち、卒業クライシス問題や

高校中退を防ぐことは、義務教育だけで就業することが困難となった我が国に

おける緊急の課題であり、児童（子ども）の権利条約の要請でもある。教育の

機会均等を確保するために、高校版就学援助制度に関する速やかな検討が必要

である。 

                         
37 広井良典『持続可能な福祉社会』筑摩書房(2006.７)24～25 頁。 
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